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１．はじめに
　低平地は，その地形環境から宿命的な洪水・浸
水被害，地盤沈下被害が生じ，あるいは水質・土
壌汚染などの影響が集約されやすいと言われてい
る．このような条件下において，低平地における
軟弱地盤の改良技術や地盤環境修復技術に対する
ニーズは高いと考えられる．本稿では，回転式破
砕・拡散混合工法の低平地への適用について，類
似地盤での試験施工事例を含め，地盤改良技術や
地盤環境修復技術についての適用事例を報告する．
具体的には，以下の 5 事例である．
①ガタ土の堤防盛土への適用
②しゅんせつ土の盛土材への適用
③葦の地下茎を含有する粘性土への適用　　
④自然由来等重金属汚染地盤修復技術への適用
⑤津波堆積物への適用
２．回転式破砕・拡散混合工法の原理
　回転式破砕・拡散混合工法 1）とは混合室（円筒）
内で高速回転する複数本のフレキシブルなチェー
ンが，モーター駆動によって高速回転（0 ～1,000r.
p.m）することにより発生する回転力と打撃力と
で，地盤材料の破砕・細粒化と，添加材料との均
質な混合を可能とした新しい工法である． 特徴
としては，破砕・拡散混合作用により，極めて混
合性能に優れているばかりでなく，砂質土から粘
性土のみならず岩塊まですべての土質に対し破砕
と混合が同時にできることである．また，地盤材
料と添加材料とをこの装置を通すと，破砕・拡散
混合作用により，大量の空気を仲介にして，極
めて均質に混ざり合った混合土として排出され
る．また，間隙空気の均質な存在のために，この
混合土は，原材料が粘性土であっても，サラサラ
したあたかも砂質土のような挙動をするので，極
めて扱いやすい材料となる．図-1に工法原理を，
写真-1に，混合室内部構造（静止状態と稼動状
態）を，写真-2に，粘性土と石灰の破砕・拡散
混合後の状況を示す．表-1に，建設汚泥の脱水
ケーキと普通ポルトランドセメント 5％を，混合
室径 φ1,500，回転数 800r.p.m，チェーン段数 3 段，
チェーン本数12本，1時間当たり生産量30m3/hr
で破砕・拡散混合した場合の混合土の自然含水比
とカルシウム量を示す．本試料は，ベルトコンベ
アから円錐状に排出されたセメント混合土を，9
等分しサンプリングしたものである．表-1に示
す自然含水比及びカルシウム含有量の変動係数は，
極めてばらつきが小さく，本工法の混合性能の優
位性を示している．
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図‐1 　工法原理
写真‐1 　混合室
内部構造（静止
状態と稼動状態）
写真‐2 　粘性土と石灰の破砕・拡散混合後の状況
表‐1 　回転式破砕 ・ 拡散混合工法の混合性能
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３．ガタ土の堤防盛土への適用
　有明海沿岸の河川工事で掘削仮置きされたガタ
土（写真-3参照）を使用した堤防盛土への適用
性についての試験施工を行ったので，その結果を
報告する．最初に目標品質を，堤体材料の適性範
囲（河川土工マニュアル ,（財）国土開発技術研
究センター）により決定した．具体的には，ク
ラックの危険範囲の上限と，不透水性部材料の下
限の間で，細粒分含有率15% ≦ Fc ≦ 50%を満た
す範囲を目指すこととした．以上の条件を満たす
目標粒度範囲を図-2に示す．試験施工に当って
は，事前にガタ土および砂礫単体を破砕し，8 と
おりのガタ土と砂礫の合成粒度を参考に , 堤体材
料としての適正配合として，ガタ土：砂礫 =1：2.7
を想定し，この配合について，破砕・拡散混合試
験を行うこととした（図-3参照）．試験は，写
真-3に示す仮置きされたガタ土と河床砂礫を使
用して行った．試験に使用したガタ土を写真-4
に，河床砂礫を写真-5に，事前に行った各材料
の破砕材の合成粒度に基づいて決定した，ガタ土：
砂礫 =1：2.7 の配合の破砕・拡散混合後の改良
土を，写真-6に示す．破砕・拡散混合試験結果
は，次のとおりである．破砕・拡散混合後の粒度
分布を図-3に，土質試験結果を表-2に示す．こ
れらの試験結果より，粒径 0.008mm 以下で「ク
ラックの危険」の範囲になるが，ほとんどの粒度
範囲で目標粒度範囲になっており，ガタ土：砂
礫 =1：2.7 以上の配合であれば，堤体材料とし
て適正と考えられる．また，施工面からも，コー
ン指数 650kN/m2 と施工面からの必要コーン指数
400kN/m2 を超えており，問題ないと考えられ ,
ガタ土の堤防盛土の適用性が確認できた．
図‐2 　目標粒度範囲
図‐3 　破砕 ・ 拡散混合後の粒度分布
表‐2 　土質試験結果
写真‐3 　仮置きされたガタ土
写真‐4 　試験に使用したガタ土
写真‐5 　試験に使用した河床砂礫
写真‐6 　破砕 ・ 拡散混合後の改良土
( ガタ土 ： 砂礫 =1：2.7)
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4．しゅんせつ土の盛土材への適用
　しゅんせつ土の盛土材への適用工法の一つとし
て，事前混合処理工法2）がある．事前混合処理工
法とは，しゅんせつ土等土砂と少量の安定材（セ
メント）を混合した後，分離防止剤を噴霧し土質
改良された処理土を運搬・投入して，そのまま安
定した地盤を造成する工法である．この工法は，
液状化防止・土圧低減・支持力増加などの改善効
果があり，近年の設計・施工実績においては，岸
壁や護岸などのリニューアル工事にあわせて，背
後の土圧低減等を考慮した耐震強化策として採用
されるケースが増加しており，発生土砂等の有効
活用によってコスト削減を図る実施例が主流と
なってる．土砂と安定材の混合方式が，国土交通
省「港湾土木請負工事積算基準」に記載されてい
るベルトコンベア方式に加えて，最近では，新た
な混合方式 ( 自走式土質改良方式，回転式破砕・
拡散混合方式，機械練りミキサ方式 ) による施工
実績が普及してきている．ここでは，徳山下松港
の例を紹介する．
　ここでは，回転式破砕・拡散混合方式により，
岸壁（－10m）の耐震強化（土圧低減・液状化防
止）の例2）について紹介する．本事例は，しゅん
せつ土と現場掘削から発生した土砂に本工法を適
用している．当現場の特徴として，現地発生土に
がれき（主としてコンクリートガラ）が多く混入
していたので，がれきも同時に破砕して土質材料
として活用できる本工法が採用された．なお，本
工法の採用に当っては，個別指定制度（がれき処
理5t/ 日以上の場合，中間処理施設許可が必要）
を活用して工事を行っている．施工数量は 25,705
㎥，使用機械は回転式破砕・拡散混合機（100㎥
/h 級），セメント添加率は12% である．施工標準
断面図を図-4に，施工設備全景を写真-7に示す．
また，クラムシェルによる GL-5m 以深の埋め戻
し状況を写真-8に，GL-5m 以浅のバックホウに
よる埋め戻し状況を写真-9に示す．なお，施工
後のチェックボーリングにおいては，すべての地
点で，設計一軸圧縮強度 qu=300kN/㎡をクリアー
し，良好な結果を得ており，しゅんせつ土を含む
現場発生材の盛土材への適用が確認された．
図‐4 　施工標準断面図
写真‐7 　施工設備全景
写真‐8 　クラムシェルによる埋戻し状況 写真‐9 　バックホウによる埋戻し状況
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5．葦の地下茎を含有する粘性土への適用
　本事例は，国土交通省利根川上流河川事務所に
おいて行われている葦の地下茎を含有する粘性土
に対し，良質な築堤土に改良して有効利用するた
めの諸調査の一環として行なわれたものである．
葦の地下茎を含有する高含水比粘性土を築堤土に
有効利用するためには，細かく解きほぐして施工
性を向上させるとともに，葦の地下茎を土と分離
して，葦地下茎を除去し，有機物を含まない耐浸
透性機能に優れた良質な土質材料に改良する必要
がある．今回，回転式破砕・拡散混合工法を用い
て，掘削予定地から掘削した塊状葦混入土を解砕
し，土砂内に混入している多量の葦地下茎を効率
的に除去することを目的に行った現地試験施工結
果の概要を報告する．
　試験施工は，写真-10に示すプラント設備にて，
写真-11に示す塊状葦混入土仮置場から採取した
次に示す A，B2 材料について行っている．
　A 材料は，自然含水比 wn = 51.5%，粒分率 Fc =
93.6%であり，B 材料は，自然含水比 wn=34.7%， 
細粒分率 Fc =59.9% である．それぞれについて，
破砕・拡散混合篩い分け試験を行った．B 材料に
ついての，篩い分けされ除去された地下茎を写真
-12に，改良された築堤土を写真-13に示す．また，
それぞれの葦地下茎の除去率について，図-5に
示す．いずれも，良好な除去率を示し，葦の地下
茎を含有する粘性土に対し，良質な築堤土に改良
して有効利用する可能性を示すことができた．
図‐5 　葦地下茎の除去率
写真‐10　プラント設備全景
写真‐11　塊状葦混入土仮置場状況
写真‐12　篩い分けされ除去された地下茎 写真‐13　改良された築堤土
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6．自然由来等重金属汚染地盤修復技術へ
の適用
　前述のように，低平地は，その地形環境から宿
命的な洪水・浸水被害，地盤沈下被害が生じ，あ
るいは水質・土壌汚染などの影響が集約されやす
いと言われている．低平地における重金属汚染地
盤に対して，回転式破砕・拡散混合工法を適用し
た実施事例について報告する．土壌汚染対策法で
は，地下水経由の摂取の防止の観点からの措置と
して，重金属汚染土に対する不溶化処理工法4）が
ある．これまで不溶化は，完全浄化ではなく汚染
物質の含有が残ることと，平成22年4月の土壌汚
染対策法の改訂の背景にある掘削・除去偏重の考
えを改めることが浸透していないことにより，施
工事例はあまり多くない．しかしながら，不溶化
処理工法は，改正土壌汚染対策法の基で，原位置
対策として使用頻度が増しつつある．費用的にも，
掘削・除去，清浄土入替えに対し，1/2 から 1/3
の費用で施工できるメリットがあることから，各
サイトの地下水摂取リスクを考慮した上で採用す
れば，非常に効果的な方法と考えられる． 
　今回，埋立地に建設する賃貸マンション予定地
について，鉛汚染土の不溶化工事において，マグ
ネシウム系不溶化剤を用い実施した事例を以下に
示す．事前に，3種の不溶化剤によるトレタビリ
ティー試験を行い，その中からマグネシウム系不
溶化剤を選定し，次のような配合を決定した．最
大溶出量 0.16mg/L（最大含有量 3,100mg/kg） に
対しては添加量6%，0.10mg/L までの溶出量に
ついては4%，0.05mg/L までの溶出量について
は3% を添加することとした．不溶化施工状況
全景を写真-14に，不溶化剤投入状況を写真-15
に示す．写真-16に改良土の搬出状況を示す．搬
出された改良土は，仮置きされ，100㎥毎の公定
分析の結果の合格を持って，埋め戻した．不溶
化土埋戻し状況を写真-17に示す．施工完了後は，
2年間のモニタリングを行った．その内容は，観
測井戸の地下水と最大溶出量位置のコアの土壌の
溶出量を測定した．2年間で6ヶ月毎計5回の溶
出試験を行い，異常のないことを確認した．本案
件においては，管轄官庁に，措置計画書および措
置報告書を提出し受領されている．本施工実績は，
今後の重金属汚染土壌の不溶化工法の適用に，貢
献するものと考えられる．
写真‐14　不溶化施工状況全景 写真‐15　不溶化剤投入状況
写真‐16　改良土排出状況 写真‐17　不溶化土埋戻し状況
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1）がれきと土砂の分別試験
① 20mm 振動ふるいのみ
② 破砕・拡散混合（生石灰5% 添加）+ 振動ふ
るい
③ 破砕・拡散混合（コンガラ 20% 混合）+ 振動
ふるい
2）盛土材料としての適用試験
① 津波堆積物等の物理特性
② コンガラ，アスガラの破砕試験（粒度試験）
③ 津波堆積物とコンガラの破砕・拡散混合試験　　　
（粒度試験，コーン指数試験）
コンガラ50% 混合，100% 混合，150% 混合
④ 津波堆積物とアスガラの破砕・拡散混合試験
粒度試験，コーン指数試験）
アスガラ 50% 混合，100% 混合，150% 混合
⑤ 津波堆積物と生石灰の破砕・拡散混合試験
（コーン指数試験）
添加量 3.3%（50kg/㎥），6.7%（100kg/㎥）
7．津波堆積物への適用について
　がれき混じり津波堆積物が，破砕・拡散混合技
術により，実際に適正処理され，盛土材として有
効利用できるかを確認するために以下に示す実証
試験 5）を，実機（回転数 750r.p.m）を使用して行っ
た．
7.1　試験内容
　試験設備の概要を図-6に，試験設備全景を写
真-18示す．試験は，最初に写真-19に示す石巻で
採取した津波堆積物や写真-20に示す生石灰ある
いは写真-21に示すコンクリートガラやアスファ
ルトガラ等をホッパーより以下に示す各種配合で
投入し，破砕・拡散混合後振動ふるいにより，写
真-22に示すように，がれきと改良土に篩分ける
ものである．以下コンクリートガラをコンガラ，
アスファルトガラをアスガラと称す．試験内容と
しては，以下のとおりである．
写真‐18　試験設備全景
写真‐19　石巻で採取した
                          がれき混じり津波堆積物
写真‐20　生石灰 ( 粒径 1～5mm) 写真‐21　石巻で採取した
    コンガラ
写真‐22　分別されたがれきと改良土砂
図‐6 　試験設備概要図　
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写真‐23　ケース 1 排出された
    がれきと土砂
       （振動ふるいのみ）
写真‐24　ケース 2 排出された
   がれきと土砂
      （生石灰5% 添加）
写真‐25　ケース排出された
      がれきと土砂
           （コンガラ20%混合）
表‐3 　試験に使用した津波堆積物と
           　　コンガラ，アスガラの物理特性
図‐7 　コンガラ，アスガラの破砕試験
          　（粒度試験）結果
図‐8 　津波堆積物とコンガラの破砕・拡散
　　　　混合後の粒度分布
図‐9 　津波堆積物とアスガラの破砕・拡散
　　 　　混合後の粒度分布 
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7.2　試験結果
1）がれきと土砂の分別試験
　写真-23に，ケース1排出されたがれきと土砂
（振動ふるいのみ）の状況を，写真-24にケース2 
排出されたがれきと土砂（生石灰5% 添加）の
状況を，写真-25にケース3排出されたがれきと
土砂（コンガラ 20% 混合）の状況を示す．
　生石灰5%添加およびコンガラ20% 混合のがれ
き混じりの津波堆積物は，破砕・拡散混合作用に
より，がれきに付着した土砂が除去されがれきと
土砂が精度よく分別されているのに対し，振動ふ
るいのみでは、排出されたがれきは，土砂が付着
しており，当材料のがれきと土砂の分別は難しい
ことが判明した．
2）盛土材料としての適用試験
　表-3に，試験に使用した津波堆積物とコンガ
ラ，アスガラの物理特性を示す．図-7にコンガ
ラ，アスガラの破砕試験（粒度試験）結果を示
す．粒度分布が良い材料となっている．また，図
-8および図-9に，津波堆積物とコンガラおよび
アスガラとの津波堆積物とのそれぞれ3とおりの
比率で破砕・拡散混合した場合の粒度試験結果を
示す．いずれも粒度曲線から推定すれば締固め材
として適正を持った材料となっていると考えられ
る．図-10にコンガラおよびアスガラを津波堆積
物とそれぞれ3とおりの比率で破砕・拡散混合し
た場合のコーン指数を示す．図-10より，ダンプ
トラックの走行可能なコーン指数 1,200kN/㎡を
確保するためには，津波堆積物とガラとの混合
比 （乾燥質量比）は，1：0.2 程度すなわち，ガ
ラ 20% 混合で良いこととなる．図-11に，生石灰
添加量　50kg/㎥（添加率 3.3%）と 100kg/㎥（添
加率 6.7%）の場合の破砕・拡散混合後のコーン
指数を示す．この図より生石灰添加量 50kg/㎥（添
加率 3.3%）でコーン指数 1,200kN/㎡を確保する
十分な強度を有していることが判明した．
　以上の結果より，本工法の適用により各種の津
波堆積物に対し，生石灰添加量およびガラとの混
合比を変えることによって，所定の盛土の強度に
柔軟に対応することが可能であろうと考えられる．
8．おわりに
  回転式破砕・拡散混合工法の低平地への適用に
ついて，類似地盤での試験施工事例を含め，地盤
改良技術や地盤環境修復技術についての適用事例
について紹介してきたが，回転式破砕・拡散混合
工法の幅広い適用性を示すことができたと考えら
れる．
図‐10 　津波堆積物とガラの破砕・拡散
　　　　混合比別のコ－ン指数
図‐11 　 生石灰の添加量と破砕・拡散
　　　　　混合強度コ－ン指数との関係
